
2,187,852 流 動 負 債 698,999

503,317 213,152

貸　借　対　照　表
　　　　　　　　　　　　　（２０２６年３月３１日現在）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

金　　　額 金　　　額

流 動 資 産

千円 千円

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

科　　　　　　目 科　　　　　　目

52,895 76,165

593 68,178

698,010 47,369

1,739 262,931

売 掛 金

製 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 払 費 用

未 収 金

立 替 金

短 期 貸 付 金

前 受 金

預 り 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 資 産 1,166,264 純　　資　　産　　の　　部

278 固 定 負 債 603,480

884,378 544,162

43,413 1,283

5,207 29,917

664 59,318

△ 2,645 1,302,480

有 形 固 定 資 産

仮 払 金

貸 倒 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

負　　　債　　　合　　　計

そ の 他 資 本 剰 余 金 125,000

307,343 資 本 金 50,852

214 資 本 剰 余 金 131,607

572,585 株 主 資 本 1,993,508

建 物

構 築 物

機 械 装 置

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

借 地 権

無 形 固 定 資 産

そ の 他 利 益 剰 余 金

事 業 拡 張 積 立 金

239,882 資 本 準 備 金 6,607

25,144

2,146 1,794,701

4,320 280,000

86,122 利 益 剰 余 金 1,811,048

10,069 利 益 準 備 金 16,347

35

507,556 評 価 ・ 換 算 差 額 等 58,127

63,238 122,561

6,312 1,392,139

地 上 権

電 話 加 入 権

商 標 権

投 資 そ の 他 の 資 産

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

△ 70,128

3,354,116 3,354,116

70,128

101,196

295,222

破 産 更 生 債 権 等

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金 2,051,636

資　　　産　　　合　　　計 負　債　純　資　産　合　計

純　 　資　　産　　合　　 計

624

1,181

109,121 その他有価証券評価差額金 58,127

210

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用



注記事項
重要な会計方針に係る事項
１． 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

市場価格のない株式等
（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

仕掛品

製品

２． 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 定率法

無形固定資産
ソフトウェア（自社利用）

３． 引当金の計上基準
貸倒引当金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく期末要支給額の100％を計上しております。

（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物
（付属設備を除く）並びに2016年4月1日以降
　に取得した建物附属設備については定額法）

（収益性の低下による簿価切り下げの方法）

社内における利用可能期間（5年）に基づく
定額法

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務の見込額に基づき、当事業年
度末において発生していると認められる額を計上
しております。なお、退職給付債務の見込額は、
簡便法（退職給付に係る期末要支給額を退職給付
債務とする方法）により計算しております。

移動平均法による原価法

個別法による原価法
（収益性の低下による簿価切り下げの方法）
個別平均原価法

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）



４． 収益及び費用の計上基準

当期純損益金額

当期純利益 197,003千円

映像制作技術の提供に係る収益は、主に撮影、中
継、映像編集、音声処理、選曲効果等の映像制作
技術の提供であり、顧客に映像制作技術を提供す
る履行義務を負っております。当該履行義務は役
務提供の完了時点で充足されると判断し、収益を
認識しております。映像コンテンツ制作に係る収
益は、主に映像コンテンツの企画、制作であり、
顧客に制作物を引き渡す履行義務を負っておりま
す。当該履行義務は引き渡した制作物の検収時点
で履行義務が充足されると判断し、収益を認識し
ております。


